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「三田学会雑誌」114巻 4号（2022年 1月）

解 説

チャイナショックの影響の実証分析：
手法の整理と文献サーベイ

笹原　彰 ∗

1 はじめに

2010年代以降，国際貿易が経済に与える影響を実証的に検証した論文が爆発的な勢いで増加して

いる。その背景には大きく 2つの理由があると私は考えている。第 1の理由は，中国の台頭である。

急速な経済成長と 2001年の世界貿易機関（以下WTO）への加盟によって，世界各国における中国

からの輸入が激増した。これを国際経済学の文献ではチャイナショックと呼んでいる。
（1）

これによっ

て各国経済にどんな影響がもたらされているのか これは今を生きる国際経済学者にとって最も

重要な研究課題の 1つであろう。

本稿の執筆にあたって遠藤正寛氏，加藤隼人氏，清田耕造氏，藤原グレーヴァ香子氏，杉田洋一氏，
白塚重典氏，鈴木悠太氏，谷口美南氏，手島健介氏，冨浦英一氏，早川和伸氏，牧岡亮氏，松浦寿幸
氏，山下直輝氏，匿名審査員の方，そして第 18 回慶應義塾経済学会シンポジウムの参加者の皆様か
ら貴重なコメントを頂戴した。特に，手島健介氏から頂戴した非常に多くの質の高いコメントにより，
論文の構成と記述を劇的に改善することができた。記して感謝したい。また，JSPS科研費基盤研究
B: JP21H00713と同若手研究: JP21K13293の研究支援にも感謝申し上げる。あり得る誤りは筆者に
帰属する。

∗ 慶應義塾大学経済学部
sasahara@keio.jp

（1） Autor（2018）はチャイナショックのことを「中国の 1990年代の急速な市場統合と 2001年のWTO
への加盟（筆者訳，原文: denoting China’s rapid market integration in the 1990s and its accession
to the World Trade Organization in 2001）」と定義している。英語では国際貿易におけるショックで
あることを強調して「China shock in trade」（Feenstra et al., 2018），「China trade shock」（Caliendo
et al., 2019）などと表現されることもある。日本語では「中国の衝撃」（田中，2016），「チャイナ・シ
ンドローム」（佐藤，2019）とも呼ばれる。本稿では「チャイナショック」と統一する。
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第 2の理由として，計量経済学的手法の進歩が挙げられる。国際貿易が経済，とりわけ労働市場

に与える影響の研究は 1990年代以前はそれほどさかんではなかった。その理由の 1つとして，因果

関係の識別が難しいことが挙げられる。我々経済学者が関心を持つのは輸入から雇用への因果関係

であるが，実際に観察されるデータには雇用から輸入への逆の因果関係が反映されており，輸入そ

れ自体の効果を取り出すことを困難にしている。例えば，経済が好調で雇用が増えれば購買力の増

加から輸入が増えるかもしれない。それ以外にも，変数の測定誤差や省略変数などの問題が懸念さ

れる。しかし，2000年代半ば以降，この認識を改めさせるような 2つのイノベーションがあった。

第 1のイノベーションは地域的労働市場（local labor markets）の概念の導入である。2000年代

初頭の研究では，産業・事業所レベルのデータを用いていた（Tomiura, 2003, 2004; Bernard et al.,

2006）。しかし，地域別・産業別の雇用データを基に地域間で変動のある輸入競争変数を構築した研

究が登場する（例えば Topalova, 2007, 2010）。これによって，それまでは捉えられていなかった地理

的次元を分析に取り込むことができるようになった。第 2のイノベーションはシフトシェア操作変

数（バルティック操作変数）を用いた識別方法の利用である。Autor, Dorn, and Hanson（2013, 以下

ADH）は，この手法を応用して米国経済にとって外生的な「中国の供給ショック」の雇用への影響

を抽出することを試みた。この手法に対する批判はあるものの，これによって多くの経済学者が信

頼できる（と今のところ信じられる）推定結果が得られるようになった。それが現在，多くの国際経

済学者を実証研究に駆り立てている。

こうした理由で関連論文が増加していると考えられることから，本稿では（1）チャイナショッ

ク，（2）地域的労働市場，（3）シフトシェア操作変数の 3つのキーワードを軸に既存研究を議論した

い。
（2）

1つ目のキーワードの「チャイナショック」は，輸入競争（import competition，自国市場におけ

る中国からの輸入財との競争のこと）の文脈で使用されることが多いため，本稿では主に輸入競争に関

する文献を取り扱う。貿易が中国経済に与えた影響や 2018–19年の米中貿易摩擦に関する研究は，

本稿では取り扱わない。
（3）

チャイナショックと関連付けて中国への輸出機会やオフショアリング（転

じて中間財貿易）を考慮した研究は，前述の 3つのキーワードと関連するものであれば本稿で議論す

る。
（4）

また，輸入競争についての文献であれば 3つのキーワードと関連がなくても分析手法の発展と

関連付けて議論する。以上の文献選択基準を図 1に整理している。点線で囲まれた部分が本稿の守

（2） チャイナショック関連の研究動向についてまとめた論文には Autor et al.（2016）があり，Pavcnik
（2017）も途上国における輸入競争の影響についての既存研究を整理している。日本語の文献には田中
（2016），松浦（2018），佐藤（2019）などがある。冨浦（2012）もグローバル化と雇用に関する研究をまと
めている。本稿ではこれらの文献で議論されていない論文を加え，包括的なサーベイを行う。

（3） 例えば，中国が得た輸出機会が中国経済に与えた影響については Feng et al.（2017），米中貿易摩擦
の影響については Caliendo and Parro（2021）などを参照して欲しい。

（4） オフショアリングや貿易が賃金格差に与える影響についての研究は Feenstra and Hanson（2003）や
Kurokawa（2014）に整理されている。
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図 1 既存研究をまとめたフローチャート

中国の世界経済への統合の影響を分析しているか

ショックの種類

検証対象国

オフショアリング
や中間財貿易 オフショアリング

や中間財貿易

米中貿易摩擦輸出機会
輸出機会

輸入競争

輸入競争

中国以外 中国

ショックの種類

No
Yes

注：筆者作成。点線で囲まれている部分が本稿で取り扱う分野である。

備範囲である。大雑把に言えば，1990–2000年代の中国からの輸入が財市場における競争を通じて

各国経済に与えた影響に関する文献，輸入競争の影響を扱った文献を議論する。その中でも，地域

的労働市場とシフトシェア操作変数を用いた研究は特に詳しく議論する。

本稿は以下のように構成される。次節では，2000年代以降用いられてきた分析手法を整理し，分

析手法の発展を明らかにする。第 3節ではチャイナショックの研究を対象国ごとに整理する。第 4

節で後発研究による輸入競争変数の拡張変数を整理し，第 5節ではトピックごとにチャイナショッ

クの研究を議論する。第 6節で今後の研究の方向性とまとめを述べる。

2 分析手法の発展

本節では計量経済学的な分析方法を整理する。まず，本節全体で繰り返し用いられる数式の表記

について述べる。簡単化のため，すべての回帰式の係数パラメーターを β1 や β2 で表す。太字はス

カラーではなくベクトルであることを意味する。∆は変化を表す記号である。変化をとる年数，ラ

グかフォーワードかは回帰式ごとに定義する。ln Aは変数 Aの自然対数値であるので，∆ ln Aは

変数 Aの連続時間における変化率となる。添字 iは産業，pは事業所，rは地域（通勤圏，大都市圏，

郡，都道府県など），cは国，tは時間を表すものとして統一した。Xは定数項と制御変数を含むベク

トルである。δは添字の単位に応じた固定効果，εに適切な添字をつけたものが誤差項である。
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2.1 輸入価格を用いた分析

リカードモデルなどの伝統的な貿易モデルでは，貿易によるショックは相対価格の変化として表

現される。それに基づくと，雇用を被説明変数に用いて輸入財価格を説明変数に用いた回帰式が思

いつく。実際，Tomiura（2003）は日本のデータを用いて以下のような回帰式を推定している。

∆ ln Lit = X
′

itβ1 + β2∆ ln Pit + β3[MSit × ∆ ln Pit] + εit

ただし，Lit は産業 iの時点 tにおける雇用者数，Xit には被説明変数のラグ∆ ln Lit−1 や投入コス

トなどが含まれる。∆ ln Lit = ln Lit − ln Lit−1 は雇用変化率で，∆ ln Pit は輸入財価格の変化率で

ある。さらに ∆ ln Pit と輸入シェアMSit の交差項も導入されている。輸入財価格の低下は雇用を

減らすと想定できるから β2 > 0，そして輸入シェアが高い産業ほど輸入財価格低下の影響が大きい

と想定できるので β3 > 0 と予測できる。

日本経済に小国の仮定が当てはまるのであれば，輸入財価格の変化は外生変数であると考えられ

る。しかし，輸入シェアは内生変数であり誤差項との相関が懸念されるため，Tomiura（2003）は 1

期前の輸入シェアや生産コストなどを操作変数として用いている。そして，円が増価していてかつ不

況期であった期間（1993–1995年）では β̂2 > 0かつ β̂3 > 0 で，輸入競争が雇用を減らしていたとい

う結果を報告している。同様の分析手法を用いた研究には Tomiura（2004）, Sasaki（2007）がある。

2.2 産業別の輸入浸透度を用いた分析

輸入浸透度を用いて輸入競争の程度を測ることもできる。ある産業の国内需要に占める輸入額

のシェアが大きければ，その産業は激しい輸入競争に直面していると解釈できる。Bernard et al.

（2006）は輸入浸透度を

IPit = ML
it/(Mit + Qit − Eit)

と定義している。ML
it は時点 tにおける低所得国からの産業 iの財の輸入額，Mit はすべての国か

らの輸入額，Qit は国内生産額，Eit は輸出額である。したがって分子は内需である。そして，以下

の回帰式：

∆ ln Lpt = β1IPit + X
′

iptβ2 + δt + δp + εpt

を推定している。∆ ln Lpt は t年から t + 5年までの事業所 pの雇用成長率である。同様の輸入浸

透度を用いた研究には伊藤（2005），乾・枝村・松浦（2011），Auer and Fischer（2010），Khandelwal

（2010），Kneller et al.（2012a, 2012b），Federico（2014），Acemoglu et al.（2016）などがある。

この推定では輸入浸透度の内生性が問題となる。それに対処するために関税率などを操作変数と

して用いている。妥当な推定値を得るには，操作変数が内生性のある説明変数とよく相関すること

（関連性）と，操作変数が内生性のある説明変数を通じてのみ被説明変数に影響し被説明変数への直
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接的な影響はないこと（除外要件）が満たされる必要がある。
（5）

関税率は輸入に影響するであろうか

ら，関連性の条件を満たしていると言えるが，「関税が雇用には直接的には影響しない」という除外

要因を満たしているとは厳密には言えないだろう。なぜなら，関税は国の政策当局が決定する変数

であり，雇用の増減を見て関税率を上げ下げしているかもしれないという批判を免れないからであ

る。ただし，次節で議論するように，政治的な理由で劇的な貿易自由化をした場合（例えば 1990年

代のインド，インドネシア，ブラジル，2001年の中国のWTO加盟）など，関税の低下を外生ショック

とみなしている研究もある。

2.3 地域的労働市場の概念を用いた分析

これまで議論した研究ではクロスセクションデータの単位は「産業」であったが，2000年代半ば

以降「地域」という次元を考慮した研究が登場する。Topalova（2007, 2010）は以下のような式を推

定している。

yrt = β0 + β1τrt + P ostt + δr + εrt

ただし yrtは地域 rの t年における被説明変数（Topalova, 2007, 2010では貧困や消費など），P osttは

貿易自由化後（1991年以降）に 1をとるダミー変数である。τrt は地域 rの加重平均関税率：

τrt =
∑

i∈N
Lr,i,1991 × T ariffit∑

i∈N
Lr,i,1991

（1）

である。Lr,i,1991は 1991年の地域 rにおける産業 iの労働者数，T ariffitは産業 iの t年における

関税率，そしてN は全産業の集合である。産業間でしか変動しない関税率を雇用者数に基づいて地

域間で変動する変数として再構築している。

Topalovaでは非貿易財を生産している産業 iでは T ariffit = 0 としているので，変数の構造上，

製造業に特化した地域では非貿易財に特化した地域よりも τrt の減少幅が大きくなってしまう可能

性がある（非貿易財の産業では関税率がゼロから低下し得ないからである）。その場合，関税低下の雇用

への負の効果が過大に推定されてしまう。こうした問題に対処するために，貿易財産業のみに基づ

いた加重平均関税率：

τT
rt =

∑
i∈NT Lr,i,1991 × T ariffit∑

i∈NT Lr,i,1991

が操作変数として用いられている。NT は貿易財産業の集合である。同様の操作変数は Edmonds

et al.（2010）, Gaddis and Pieters（2012）, Law（2019）, Anukriti and Kumler（2019）などで用いら

れている。

（5） 例えば，Felbermayr and Gröschl（2013）は，貿易が所得に与える影響を検証する際に，彼らの操作
変数がこれら 2つの条件を満たしているか確認している。
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しかし，τrt を構築する際に非貿易財の産業を含めることについて議論があり，
（6）

Kovak（2013）と

Dix-Carneiro et al.（2018）は貿易財セクターのみを用いて各地域の関税低下度を測る変数，地域的

関税変化（RTC: regional tariff change）：

RT Cr =
∑

i∈T
(λri/φi) × ∆ ln (1 + T ariffi)∑

i∈T (λri/φi)

を用いている。T ariffi は産業 iの関税率，λri は初期時点における地域 rの産業 iの雇用シェア，

φiは 1から産業 iへの賃金支払いシェアを引いたもの，T は貿易財産業の集合である。式（1）との違

いは，産業の大きさを測る上で賃金支払い額を反映していることである。また，特殊要素モデルか

ら導くことができ理論的裏付けがあると言える。この変数を用いて，ブラジルの輸入競争地域では

賃金が低下したこと（Kovak, 2013），雇用と所得が低下したこと（Dix-Carneiro and Kovak, 2017），

犯罪率が上昇したこと（Dix-Carneiro et al., 2018）が示されている。

さらに，Hakobyan and McLaren（2016）も，米国のメキシコからの輸入の増加が米国の賃金に与

えた影響を分析する際に地域的労働市場の概念を用いている。彼らの輸入競争変数は，

∆τr =
∑

i Lr,i,1990 × RCAi × ∆T ariffi∑
i Lr,i,1990 × RCAi

, ただし RCAi =
XMEX

i,1990 /
∑

i XMEX
i,1990

XROW
i,1990/

∑
i XROW

i,1990

である。Lr,i,1990 は 1990年時点の地域 r の産業 iにおける雇用者数，∆T ariffi は米国がメキシ

コに課す関税率の 1990–2000年の間の変化である。式（1）との違いは顕示比較優位（RCA: revealed

comparative advantage）の変数RCAiが反映されていることである。XMEX
i,1990 はメキシコの産業 iか

ら米国以外の国への輸出額，XROW
i,1990 はメキシコと米国以外の全ての国（ROW: rest of the world）の

産業 iからの米国以外への国への輸出額である。
（7）

RCAi > 1であれば，メキシコの産業 iの輸出額

は他の産業の輸出額よりも（他国のそれと比較した相対的な意味で）大きいということであるから，メ

キシコは産業 iに比較優位があると解釈できる。彼らはこの変数を説明変数として用いて，輸入競

争の激化によって米国の非熟練労働者の賃金が低下したことを示している。

このように，Topalova, Kovak, Dix-Carneiro, Hakobyan, McLarenらの貢献によって，国レベ

ルの貿易政策の変数を地域間で変動する変数に変換して，貿易自由化の国内の各地域への影響を検

証できるようになった。
（8）

このアイディアは ADHの論文でも用いられることになる。

（6） Gaddis and Pieters（2012）の最終版である Gaddis and Pieters（2017）では，τT
rt は外生的なショッ

クとみなせるという理由で τT
rt を説明変数に用いた固定効果モデルを推定し，操作変数法は用いてい

ない。Kis-Katos and Sparrow（2011）も，非貿易財産業も含まれる τrt を説明変数として用いること
を Hasan et al.（2007）が批判していることを挙げて，はじめから τT

rt を説明変数として用いている。
（7） この変数を構築する上で米国への輸出を除くのは米国の需要要因を除去するためであろう。
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2.4 シフトシェア操作変数を用いた研究

個々の企業や産業が直面する輸入競争度の変化のうち，マクロ的変化に促されて変化した部分を外

生変動として利用する方法がある。具体的には，「初期時点における輸入競争への直面具合」に「経

済全体の輸入額の変化」を掛けて「輸入競争度のマクロ要因による変化」を測る変数を構築し，操作

変数として用いる。これをシフトシェア操作変数，あるいはバルティック操作変数と呼ぶ（Bartik,

1991）。
（9）

例えば，Bloom et al.（2016）は，中国からの輸入が EU諸国の企業のイノベーション活動に与え

る影響を推定するために回帰式：

∆ ln T ECHpict = β1∆IMP CH
ict + δct + εpict

を推定している。∆ ln T ECHpictは国 cの産業 iの事業所 pの 1期前（5年前）からのイノベーショ

ン指標（特許件数など）の変化率， ∆IMP CH
ict は「国 cが中国から輸入した産業 iの財の額MCH

ict 」

の「国 cの産業 iの財の総輸入額MW orld
ict 」に対する比率（MCH

ict /MW orld
ict ）の 1期前からの変化で

ある。Bloom et al.（2016, 第 5.2節）は，∆IMP CH
ict の内生性に対処するために，初期時点におけ

る「EU諸国の中国からの産業 iの財の輸入額」の「EU諸国の産業 iの財の輸入総額」に対する比

率 IMP CH
it−1 = MCH

it−1/MW orld
it−1 に，EU諸国全体の中国からの輸入額の変化 ∆MCH

t を掛けたもの

（IMP CH
it−1 × ∆MCH

t ）を操作変数として用いている。

EU諸国の初期時点における中国依存率 IMP CH
it−1 も中国からの「総」輸入額の変化 ∆MCH

t も

個々の国の個々の産業にとっては外生変数とみなせる。つまり，中国からの輸入の増加のうちマク

ロ的な要因で増加した分を外生変動として利用できる。この手法を用いて，輸入競争によって技術

革新が促進されたこと，雇用が技術水準の高い企業に再配分されたことなどが示されている。同様

の識別方法を用いた研究にはMajlesi（2016）や Dell et al.（2019）がある。それらの研究の内容につ

いては後節を参照して欲しい。

（8） Ebenstein et al.（2014）は輸入浸透度を産業別・地域別の労働者数のデータを用いて地域間で変動の
ある変数にしている。McCaig（2011）はベトナムの各地域の輸出機会を定量化するために，米国がベ
トナムに課す関税率を同様の式を用いて地域間で変動する関税変数を構築している。地域間で変動す
る輸入競争変数は用いないクロスセクションデータの研究もある。Hanson（1998）はサンプルを貿易
自由化の前（1980–1985）と後（1985–1993）に分けて貿易のメキシコ経済への影響を検証している。
Han et al.（2012）は中国の各地域の沿岸部からの距離を基に貿易自由化地域を定義し，貿易の賃金格
差への影響を検証している。

（9） 移民の増加が経済に与える影響を分析する上でシフトシェア操作変数を用いた研究は Jaeger et al.
（2018）に整理されている。
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2.5 地域的労働市場とシフトシェア操作変数を用いた研究

2.5.1 地域的輸入浸透度

本項では，非常に多くの論文で利用されている ADHの手法を議論したい。彼らの手法はこれま

で議論した手法の組み合わせであり，影響力のある研究もそれまでの既存研究の蓄積の上にあるこ

とを強調したい。第 1に，ADHの輸入競争変数は輸入額の変化を用いているという点で Bernard

et al.（2006）の変数に近い。第 2に，地域的労働市場の概念を用いているという点で Topalovaや

Kovakらの変数に近い。第 3に，初期時点における雇用水準を操作変数の構築に用いているという

点で Bartik（1991）の識別方法を利用していると言える。

具体的には，ADHは通勤圏 rのデータを用いて回帰式：

∆Lrt = β1∆IPW C
rt + X

′

rtβ2 + δt + εrt

を推定している。∆Lrtは地域 rの製造業の雇用者数の労働力人口に対する比の 1期前（10年前，あ

るいは 7年前）からの変化で，地域 rの中国との輸入競争の程度∆IPW C
rt は，

∆IPW C
rt =

∑
i Lrit × ∆mCU

it∑
i
Lrit

, ただし ∆mCU
it = ∆MCU

it

Lit
（2）

である。Lrit は地域 rの産業 iの雇用者数，∆MCU
it は産業 iの財の中国（C: China）から米国（U:

USA）への輸出額の変化である。輸入競争変数は∆IPW C
rt =

∑
i

(
Lrit∑
k

Lrkt

)
× ∆mCU

it と書き換え

ることができ，2つの項 Lrit∑
k

Lrkt
と∆mCU

it に分解できる。 Lrit∑
k

Lrkt
は地域 rがどれだけ

産業 iに特化しているかを雇用者数で測ったものである。∆mCU
it は産業 iの労働者 1人あたりの輸

入額である。これら 2つの変数を掛けたものをすべての産業で合計することで地域 rの輸入競争変

数が得られる。

2.5.2 ADHのシフトシェア操作変数

ADHは，式（2）の内生性に対処するために，

∆IPW O
rt =

∑
i Lrit−1 × ∆mCO

it∑
i Lrit−1

, ただし ∆mCO
it = ∆MCO

it

Lit−1
（3）

を操作変数として用いている。式（2）と比べると雇用の時点が tから t − 1に入れ替わっていること

に気づく。それは，t時点の雇用にはチャイナショックの影響が既に織り込み済みかもしれないから

である。例えば，中国からの輸入の増加が t時点で既に予期できていて，その期待が雇用水準に反

映されていたかもしれない。この内生性の懸念を払拭するために 1期前の雇用データを用いている。

次に，式（2）の∆MCU
it が「中国から米国以外の先進国（O: others）への産業 iの財の輸出額の変

化」である ∆MCO
it に置き換わっている。

（10）
第 2.4項で議論したシフトシェア変数の構築方法に忠実

に従えば，「中国から米国への総輸出額の変化」である∆MCU
t を用いたいところだろう。そうでは
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なく ∆MCU
it を用いているのは，それが米国の視点からは中国の供給ショックであると ADHが解

釈しているからである。米国の中国からの輸入 ∆MCU
it には中国の供給ショックだけでなく，米国

の消費者の需要要因も含まれている。
（11）

米国の需要要因は雇用水準の変化と相関すると考えられるか

ら，内生性の問題が生じる。そこで，「中国から米国以外の先進国への輸出」∆MCO
it が除外制約を

満たすものとして操作変数の構築に用いられている。

後述するように批判はあるものの，この推定方法はアカデミアでの市民権を得て同様の手法を用

いた論文が非常に多く書かれた（第 2.7項の表 1を参照のこと）。ADHの操作変数とは厳密には異な

るが，同様のアイディアに基づいて識別を試みている研究もある。Lu and Ng（2013）は中国からの

輸入が米国の製造業に影響を分析する際に，「米国の中国からの輸入」に対する操作変数として「イ

ギリスの中国からの輸入」を用いている。Choi and Xu（2020）はチャイナショックが韓国の労働市

場に与えた影響を検証する際に，「日本の中国からの輸入」を操作変数として用いている。Endoh

（2018）は輸入競争が日本の労働者の賃金に与える影響を検証する上で，「全世界の日本以外の国への

輸出」を輸入競争変数に対する操作変数に用いている。

2.5.3 シフトシェア操作変数の妥当性

シフトシェア操作変数を用いた推定方法の妥当性について，計量経済学の理論的見地から議論され

ている（Adão, Kolesàr, and Morales 2019; Borusyak et al., 2021; Goldsmith-Pinkham et al., 2020）。
（12）

そ

れによると，係数が不偏推定量であるためには，（1）固定効果を含む制御変数を制御した上で，誤差

項がマクロショック∆mCO
it と相関しないこと，（2）固定効果を含む制御変数を制御した上で，誤差

項が初期時点の雇用シェア Lrit∑
k

Lrkt
と相関しないこと の 2つの条件が必要である。そして，こ

れら 2つの条件のいずれかが成立しているとき係数は一致推定量となる。これからこの手法を用い

て実証研究をする際は，これらの条件が成立しているかどうかについて論文の中で議論する必要が

あるだろう。

Kim and Vogel（2021）は摩擦的労働市場を組み込んだ貿易モデルを用いて，シフトシェア操作変

数を利用して得た結果から厚生効果を測れるかを検討している。そして，地域・教育水準・性別な

どで区別された労働者グループの相対的な厚生変化を考える上で，シフトシェア操作変数を用いて

得た結果を利用できると述べている。また，Adão, Arkolakis, and Esposito（2019）は，誘導形の回

（10）ADHにおける米国以外の先進国とは，オーストラリア，デンマーク，フィンランド，ドイツ，日本，
ニュージーランド，スペイン，スイスである。

（11）ADHは中国からの輸入の増加のほとんどは中国のWTOへの加盟や生産性の上昇といった中国の
供給要因によるものであると主張している。

（12）Lu et al.（2020）の 2.4.2にある説明を基に記述した。また，Caliendo and Parro（2021）の 2.3.2で
もシフトシェア変数の理論的背景について議論している。
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帰式を推定した研究（ADHなど）と一般均衡分析（Caliendo et al., 2019など）を理論的に接続でき

るかを検討している。そして，最適操作変数を導出してチャイナショックの影響を推定し，（1）製造

業と非製造業の雇用が減少したこと，（2）価格低下による正の厚生効果が負の雇用減少効果の半分を

相殺すること，（3）財市場を通じた地域間の相互作用を考慮すると負の厚生効果がほぼ相殺されるこ

と を示している。

ADHの推定では輸入ショックの影響を識別できていないと主張している論文もある。Fischer and

Saure（2018）は，「中国からその他の高所得国への輸出」は米国の需要と相関しており，中国の供給

ショックを正しく抽出できていないと主張している。その解決策として，独占的競争モデルを基に

中国の供給ショックを得る式を導出し，それに基づいた推定をしている。

2.6 PNTRを用いた推定

2000年 10月，米国議会は中国に恒久的通常貿易関係（Permanent Normal Trade Relations: 以下

PNTR）の地位を与えることを承認し，2001年に施行された（Handley and Limão, 2017）。それ以

前は，米国が中国に課す関税率は毎年更新される可能性があったことから中国の輸出企業は高い不

確実性に直面していた。多くの研究では，その不確実性の除去を外生ショックとみなしている。そ

れが正しければ，最小二乗推定量が不偏・一致推定量となり，操作変数法を用いる必要がない。こ

こでは PNTRを利用した研究を議論する。
（13）

2.6.1 産業・企業レベルのデータと PNTR

Pierce and Schott（2016）は，非 NTR関税率と NTR関税率の差：

NTR Gapi = Non NTR Ratei − NTR Ratei （4）

が大きい産業 iは大きな貿易政策の変更に直面した産業であるとし，この変数の産業間の変動を利

用して雇用への影響を検証している。具体的には，回帰式：

ln Lit = β1 (PostPNTRt × NTR Gapi) + β2PostPNTRt + X
′

iγ + X
′

itλ

+δt + δi + εit

を推定している。ln Lit は産業 iの t年における雇用者数の対数値，PostPNTRt は 2001年に中国

に PNTRが付与されて以降 1をとるダミー変数である。交差項の係数 β1 が貿易政策の変更を捉え

るパラメーターであり，β̂1 < 0 であることが示されている。

（13）冨浦・鈴木（2021）も指摘しているように，PNTRは米国が中国に対して課す関税率に関するもので
あり，日本が中国に課す関税率についてはそのような不確実性の変更はなかった。したがって，日本
の労働市場への影響を分析する上で PNTRを用いることはできない。

58（390）



pLATEX2ε: 04˙sasahara : 2022/3/9(8:30)

2.6.2 地域的労働市場レベルのデータと PNTR

Pierce and Schott（2020）は，産業レベルの変数である NTR Gapi を雇用データを基に地域レベ

ルの変数に変換している。地域 rにおける貿易政策変更の大きさは，

NTR Gapr =
∑

i Lri,1990 × NTR Gapi∑
i
Lri,1990

（5）

となる。Lri,1990 は地域 rの産業 iにおける 1990年時点での雇用者数である。NTR Gapi は式（4）

にある通りである。式（2）との主な違いは∆mCU
i がNTR Gapiに置き換わっていることである。こ

の変数を用いて，輸入競争がドラッグ乱用の増加を通じて死亡率を上昇させたことが示されている。

同様の手法を用いた研究には Che et al.（2016）, Greenland et al.（2019）, Besedeš et al.（2021）が

ある。Kondo（2018）はADHと Pierce and Schottの手法を組み合わせて，式（2）の操作変数として

式（3）ではなく式（5）を用いている。McManus and Schaur（2016）と Lu et al.（2018）は ADHの操

作変数法と NTR Gapを外生ショックとして用いる方法の両方を用いている。

2.7 その他の識別方法

2.7.1 中国のWTOへの加盟

第 2.4項でも議論した Bloom et al.（2016）は，中国のWTO加盟による輸入割当の撤廃が外生

ショックであるとして輸入競争変数の操作変数として用いている。Utar（2014, 2018）も，中国の

WTO への加盟と多角的繊維取極（Multi-Fiber Arrangement，以下 MFA）輸入割当の撤廃が外生

ショックであるとして，これらの変数を用いた差の差の推定法を用いている。そして，輸入競争が

デンマークの企業の雇用，付加価値，無形資産などに負の影響を与えたこと（Utar, 2014），負の影

響が製造業に特殊的な教育を受けた労働者に集中していること（Utar, 2018） が示されている。

2.7.2 為替レート，その他

個々の企業や産業の視点からは，為替レートの変動を外生ショックとみなせるとしている研究も

ある。Mion and Zhu（2013）は，輸入競争変数の操作変数として為替レートを用い，チャイナショッ

クがベルギーの製造業の雇用を減らし労働者のスキル向上を促したことを示している。Campbell

（2020）も為替レートの変動を外生ショックとみなし，米ドルの増価が純輸出と雇用を減らすことを

示している。Yokoyama et al.（2021）も，為替レートの変動を外生変動として利用して日本企業の

雇用調整行動を調べ，輸出依存度が高い産業では円高によって非正規雇用者数が減少したことを示

している。Ebenstein et al.（2014）は，インターネットアクセスや教育水準などを貿易とオフショア

リングの操作変数として用い，グローバル化によって米国の高賃金産業から低賃金産業に労働者の

移転が促され，賃金が低下したことを示している。

以上をまとめると表 1のようになる。これらは誘導形の回帰式を推定した研究であるが，結果を
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表 1 輸入競争の経済効果の識別方法のまとめ

識別方法 産業・事業所・労働者レベル 地域的労働市場レベル

（1）説明変数のラグ，生産費用等 Tomiura (2003, 2004), Bernard et
al. (2006)

（2）関税の低下を外生ショックとし
て利用

Topalova (2007, 2010), Kovak
(2013), Dix-Carneiro and Kovak
(2017), Dix-Carneiro et al. (2018),
Hakobyan and McLaren (2016)

（3）シフトシェア操作変数 Bloom et al. (2016) Majlesi (2016), Dell et al. (2019)

（4）中国から検証対象国以外の国へ
の輸出をソフトシェア操作変数
の構築に利用

Acemoglu et al. (2016), Keller
and Utar (2018), Endoh (2018),
Choi and Xu (2020), Kiyota et al.
(2021), Hayakawa et al. (2021a,
2021b)

Autor et al. (2013), Dauth et al.
(2014), Mendez (2015), Malgouyres
(2017), Taniguchi (2019)

（5）PNTR Gapを外生ショックと
して利用

Pierce and Schott (2016, 2018) Che et al. (2016), Kondo (2018),
Greenland et al. (2019), Pierce
and Schott (2020), Besedeš et al.
(2021)

（4）と（5）の両方 McManus and Schaur (2016) Lu et al. (2018)

（6）中国のWTOへの加盟，MFA
輸入割当の撤廃を外生ショック
として利用

Utar (2014, 2018), Bloom et al.
(2016)

（7）為替レートの変動を外生ショッ
クとして利用

Mion and Zhu (2013), Ebenstein
et al. (2014), Campbell (2020),
Yokoyama et al. (2021)

注：筆者作成。この表には代表的なものを挙げているだけであり，網羅的ではない。

解釈する上で注意が必要である。差の差の推定や地域的労働市場のデータを用いた分析では，輸入

競争に直面した地域がその他の地域に比べてどれくらい強い影響を受けたのかを検証できるにすぎ

ず経済全体への影響を分析することはできない（Topalova, 2010; Caliendo and Parro, 2021, 2.3.1）。

つまり，たとえ係数の推定値が有意でなくても「輸入競争地域への影響がその他の地域と比べて有

意に異ならない」ということにすぎず，輸入競争が経済に影響していないとまでは言い切れない。

経済全体への影響を考察するには次節以降で議論する産業連関表や定量的貿易モデル（quantitative

trade models）を用いた分析の方が適切と考えられる。

2.8 産業連関分析

産業連関表分析では，外需によって生み出された直接効果とそれが他の産業に波及して生み出され

た間接効果を分けて推定できる。さらに，産業別の効果を容易に取り出せるなどのメリットがある。

一方で，労働供給側の要因による雇用の変化も実際のデータに含まれており，外生的な需要ショッ

60（392）



pLATEX2ε: 04˙sasahara : 2022/3/9(8:30)

クの効果を抽出できるとは言えない。さらに，産業連関表を作成する上で様々な仮定が置かれてい

るなどデメリットも多い。

2.8.1 国内産業連関表を用いた分析

Kiyota（2012）は日本の産業連関表を用いて，外需による雇用創出効果を推定している。産業連関

表は 1975–2006年の n = 108の産業をカバーしており，投入係数行列Aは n × n行列，各産業が

直面する外需の変化∆Fは n × 1行列となる。これらを用いて，外需が誘発した雇用の変化∆Lは

∆L = p [I − (I − m) A]−1 ∆F （6）

と推定できる。pは対角線上に雇用/付加価値比率が並び，それ以外はゼロである n × n行列であ

る。Iは単位行列である。mは対角線上に輸入/国内需要比率mi = Mi/(
∑

j qij + di)が並びそれ以

外はゼロである n × n行列である。ただしMi は産業 iにおける輸入額，qij は産業 iで生産され産

業 j で使用された中間財の額，di は産業 iが直面する最終需要である。Feenstra and Hong（2010）

も同様の手法を用いて中国の輸出機会が中国の雇用に与えた影響を分析している。Sakurai（2004）

と櫻井（2011, 第 6章）も，日本の純輸出の雇用効果を推定している。

この手法を利用して多くの論文が書かれたが，既に述べたように問題も多いことからモデルを用

いたシミュレーションなどに研究がシフトしていき，産業連関分析は貿易の分野では一旦下火にな

る。しかし，各国の産業連関表を貿易データを用いて接続した国際産業連関表が作成されると，再

び学術研究の最前線で産業連関分析が行われるようになる。

2.8.2 国際産業連関表を用いた分析

k か国が含まれる国際産業連関表では，投入係数行列 Aや雇用付加価値比率行列 pのサイズは

(k × n) × (k × n)，外需の変化∆Fや雇用の変化∆Lのサイズは (k × n) × 1となる。外需の変化

の雇用への影響の推定式は，

∆L = p [I − A]−1 ∆F

である。式（6）との違いは投入係数行列の前に (I − m)がないことである。国際産業連関表の場合

は中間財の貿易がAに既に反映されていることから式（6）のように調整をする必要がない。

例えば，Feenstra and Sasahara（2018）は，国際産業連関表を用いて，輸出と輸入を考慮すると

1995–2011年の間に約 70万人の雇用創出効果があったとしている。国際産業連関表を用いたその

他の研究には Los et al.（2015）, Kiyota（2016）, Feenstra and Sasahara（2019）, Sasahara（2019）

などがある。国際産業連関表を用いて粗貿易額に含まれる付加価値を推定し，回帰分析の説明変数

を構築するのに利用している研究にはWang et al.（2018）, Shen and Silva（2018）, Jakubik and

Stolzenburg（2021）などがある。
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2.9 定量的貿易モデル

誘導形の回帰式を推定しても経済全体の厚生への効果を検証できないこと，産業連関分析を行って

も外生ショックの効果を取り出せないことなどを議論した。定量的貿易モデルを用いれば，これらの

懸念に応えるような分析ができる。例えば，Caliendo et al.（2019）は地域間の移住費用，産業連関，

摩擦的労働市場が組み込まれた動学的貿易モデルを構築し，中国からの輸入によって，（1）2000–2007

年の雇用減少の 16％を説明できること，（2）製造業から非製造業に雇用が再配分されたこと，（3）米

国経済全体で 0.2％の厚生の利益があったこと を示している。

Lyon and Waugh（2019）は不完備市場と摩擦的労働市場を組み込んだ動学的リカードモデルを構

築している。そして，チャイナショックが（1）労働者の予備的貯蓄動機を強めることで労働供給を増

加させたこと，（2）GDPを 5年で 2％上昇させたこと を示している。Brussevich（2018）は摩擦

的労働市場において男女別に就業する産業を変更する費用を推定し，チャイナショックの男女別の

厚生への効果の推定に用いている。

このように，一連の研究では摩擦的労働市場が 1つのキーワードとなっている。失業してから再

就職するまでそれなりに時間を要し，さらに別の産業や職業に再就職する場合は様々な費用が発生す

るという労働市場の実態を反映するのに必要な要素と言える。この点はMcLaren（2017）でも強調さ

れており，そうした視点から定量的貿易モデルを用いた研究を議論している。Caliendo and Parro

（2021）も産業連関，地域的労働市場，動学などの視点から定量的貿易モデルを用いた研究を整理し

ている。

3 チャイナショックの各国経済への影響

本節では，チャイナショック，より一般的には輸入競争が各国経済に与えた影響について国別に

整理する。

3.1 米国経済への影響

3.1.1 雇用への負の影響

ADHは，中国からの輸入によって 1990–2007年の間に約 153万人の製造業の雇用減少につながっ

たとしている。
（14）

Acemoglu et al.（2016）は，チャイナショックによって 1999–2011年の期間に約 100

万人の製造業の雇用が減少したこと，産業連関効果も考慮すると経済全体で約 200万人の雇用減少

につながったことを示している。Pierce and Schott（2016）も PNTRギャップを外生ショックとし

て利用し分析を行い，米国における雇用の減少が EU諸国よりも大きいことを明らかにしている。

（14）この数字の出所については，ADH の 2140頁の脚注 31を参照して欲しい。
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そして，その雇用への負の影響は 2019年時点でも継続しており，2000年以降の製造業の雇用減少

の 55％がチャイナショックで説明できるとの結果も報告されている（Autor et al., 2021）。

3.1.2 どのような労働者が特に影響を受けたのか

どのような労働者が輸入競争の影響を強く受けたのかについても分析されている。例えば，del

Angel et al.（2019）は個々の産業における労働をさらに細かく「低賃金か高賃金」「単純労働か非単

純労働」「低学歴か高学歴」のカテゴリーに分け，チャイナショックが各産業の「低賃金，単純労働，

低学歴」の雇用を強く減少させたことを示している。Ferriere et al.（2021）は高卒労働者が特に強い

負のショックを受けたこと，輸入競争地域では若年層の大学進学率が上昇したことを示している。

業務（タスク）レベルのデータを用いた研究には Autor et al.（2015）があり，チャイナショック

によって，単純作業の業務（routine tasks）をこなす職業の雇用が減少し，抽象的な業務（abstract

tasks）や手作業の業務（manual tasks）をする職業の雇用が増加したことを示している。Lu and Ng

（2013）は，1971–2001年において輸入競争ショックを強く受けたのは認知能力（cognitive skills）や

対人能力（interpersonal skills）などの非単純作業を要する産業だったことを示している。また，Lu

and Ng（2013）は中国以外の国からの輸入の影響を調べても同様の結果が得られることから，これ

らの結果は中国からの輸入のみによって引き起こされたものではないとも述べている。

3.1.3 雇用減少の経路と失業した労働者のその後

チャイナショックの影響を深く理解するには，雇用減少のメカニズムや失業した労働者のその後を

明らかにする必要がある。これらの疑問に答えた研究は 3つあり，（1）輸入競争産業の労働者は失業

する確率が高く，製造業内の別の産業あるいは製造業以外の産業に転職する確率が高いこと（Autor

et al., 2014, 社会保障行政の労働者個票データ），（2）雇用喪失の大部分が事業所の廃止によるものであ

ること（Asquith et al., 2019, 事業所レベルのデータ），（3）輸入競争地域では起業が停滞し，事業の撤

退が増加したこと（Aslan and Kumar, 2021, 家計レベルのデータ） が示されている。

製造業の事業所がサービス業に転換する「サービス化」が起こったことも指摘されている。Magyari

（2017）は企業レベルのデータを用いて，財を生産する製造業事業所では雇用が減少したが，研究開

発や製品開発を行う製造業事業所では雇用が拡大したことを明らかにしている。さらに，これら両

方を考慮すると雇用拡大効果が上回り，1997–2012年の間に製造業企業は年平均で 2％ほど雇用を

拡大させていたことを示している。

3.1.4 輸出や製造業以外の産業を考慮した推定

米国の製造業は比較劣位産業と考えられる（Eriksson et al., 2021）。したがって，輸入が製造業の
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雇用に与える影響が負になるのは当然と言える。そこで，輸出の効果や製造業以外の産業も考慮し

た分析も行われている。例えば，Feenstra et al.（2019a）は ADHの分析手法を輸出側に適用し米

国からの輸出の効果を分析している。そして，産業レベルの分析では輸出入両方を考慮すると製造

業で 40万人の雇用減少につながったこと，通勤圏レベルでは輸出入の総効果がほぼゼロになること

を報告している。Liang（2021）も同様の分析を行い，1991–2007年の間に米国からの輸出が 160万

人の雇用を創出したことを示している。
（15）

国際産業連関表を用いた Feenstra and Sasahara（2018），

定量的貿易モデルを用いた Caliendo et al.（2019）の研究でも製造業以外の産業も考慮されている。

3.1.5 チャイナショックの米国経済への影響が甚大な理由

チャイナショックが米国経済に与えた影響はセンセーショナルに語られる印象を受ける。アカデ

ミアでも，なぜチャイナショックの影響が甚大になったのか議論されている。ここでは 4つの視点

から議論する。

プロダクトサイクル：Eriksson et al.（2021）は，ADHが分析対象としている期間が米国のプロ

ダクトサイクルの後期にあたるのでチャイナショックの影響が大きくなった可能性を指摘している。

1975–1985年のジャパンショック（日本からの輸入増加），1975–1988年のタイガーショック（台湾，

韓国，シンガポール，タイ，香港からの輸入増加）がチャイナショックほどの影響を与えなかった理由

として，その時点では米国の製造業がプロダクトサイクルの後期になかったからであると述べてい

る。
（16）

住宅市場への影響：Feenstra et al.（2019b）は，チャイナショックが米国経済に影響した時期が

住宅バブルの崩壊の時期（2000年代後半）と重なったためチャイナショックの影響が大きくなった

と主張している。
（17）

彼らは，ADHの回帰式に住宅価格を説明変数として加えると輸入競争変数の係

数の大きさが半分以下になることを示している。つまり，住宅バブルの崩壊がなければ，チャイナ

（15）輸出の雇用効果はプラスに推定されているが，「輸入の雇用効果は負，輸出の雇用効果は正」のよう
に短絡的に考えるのは早計である。例えば，好況期に購買力の増加から輸入が増え，好況ゆえに雇用
が増えることもあり得る（Krugman, 1994; Irwin, 2020, 第 4 章）。また，輸出機会が増大した事業
所が立地している地域では，教育を受ける機会費用が上昇し高校の中途退学者が増えたこと（Atkin,
2016, メキシコの例），輸出によって企業の収益が増えると労働者の時間外労働やそれに伴う怪我やス
トレスが増え，医療機関の利用が増えたこと（Hummels et al., 2016, デンマークの例） など輸出
の負の側面も示されている。

（16）1970–1980年代の貿易の影響を分析している研究は他にもある。Batistich and Bond（2019）は，ジャ
パンショックによって黒人労働者の就労状況が悪化し，公民権運動が高まったと述べている。Nishioka
and Olson（2020）は，ジャパンショックの米国政治への影響を考察している。ジャパンショックを受
けて民主党政権は保護主義的政策をとったのに対し，共和党レーガン政権はセクション 301を用いて
日本への輸出を促進した。これらの政策の違いから，ジャパンショックの打撃を受けた中西部では共
和党への支持が減少したと述べている。
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ショックによる雇用減少が ADHの主張する 153万人の半分以下に抑えられたことが示唆される。

限定的な地域間労働移動：地域間の労働移動が限定的であったために，負のショックが特定の地域

に集中して中期的に負の影響が継続した可能性も考えられる。
（18）

Greenland et al.（2019）はチャイナ

ショックによって輸入競争地域から他の地域に移住が増えたことを示したが，こうした調整がショッ

クを完全に吸収するほどではなかったかもしれない。Caliendo et al.（2019）は，地域間の労働移動

がある長期では貿易ショックの米国全体の厚生効果は正になるが，労働移動がない短期ではそれが

負になることを示している。Kondo（2018）は，米国貿易調整支援制度の支援を受ける労働者が 1人

増えるにつき同地域でさらに 2人の失業をもたらしたこと，つまり，輸入競争の負の影響が地域内

で波及していることを示している。そして，地域間の労働移動がない短期では輸入競争によって地

域間の格差が拡大することを示している。

測定に関する問題：グローバル・バリュー・チェーンの拡大によって中間財の国際貿易が増えて

いることから，粗輸出入ではなく付加価値貿易を用いた分析も行われている。中国の川上産業から

の付加価値輸入は，雇用への負の効果が小さいこと（Shen and Silva, 2018），付加価値輸入額を用い

た分析では ADHの結果よりも雇用への効果が小さくなること（Jakubik and Stolzenburg, 2021）が

報告されている。

3.2 日本での影響

3.2.1 初期の研究

日本ではアジア諸国からの輸入が国内雇用に与える影響について早くから高い関心が寄せられて

いた。第 2節でも議論した Tomiura（2003）は産業別のデータを用いて，円が増価している不況期

は輸入価格低下の雇用への負の効果が特に強いことを示している。Tomiura（2003）の分析期間は

1988–1995年であったが，Sasaki（2007）はそれを 1994–2003年に更新して同様の分析を行い，労働

集約的な産業ほど輸入価格低下の雇用への負の影響が強いことを示している。Tomiura（2004）は輸

入価格の低下が製造業の事業所を退出させることで雇用を減らしていることを示している。Dekle

（1998）は 1975–1994年の各産業のデータを用いて，円の増価が日本の輸出財の国際競争力を低下さ

せて雇用を減らしたことを示している。

伊藤（2005）は企業活動基本調査から得た 1990年代後半の企業レベルのデータを用いて，低所得国

（17）2000–2007年に住宅価格が上昇したカリフォルニアやフロリダは中国からの輸入増加に強く影響さ
れなかったのに比べ，住宅価格が伸び悩んだ中西部ではチャイナショックの負の影響が大きかった。
つまり，住宅市場がチャイナショックの影響を増幅したと述べている。輸入競争と住宅価格の関連は
Barrot et al.（2018）や Feler and Senses（2017）でも検証されている。

（18）Ganong and Shoag（2017）は，米国の都市部の地価の高騰が低所得者の労働移動を妨げており，そ
れによって米国内の地域間所得格差の収縮のスピードが遅くなっていることを指摘している。
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からの輸入が売上や雇用の伸び率を低下させていることを示している。乾・枝村・松浦（2011）は工業

統計調査から得た 1981–2000年のデータを用いて，低所得国からの輸入は企業の存続確率を低下さ

せ雇用も減らすが，生産性の高い企業への影響は小さいこと，低所得国以外の国からの輸入は存続

確率や雇用に正の影響を与えていることなどを報告している。Kneller et al.（2012a）は 1994–2005

年のデータを用いて，低所得国からの輸入が事業の閉鎖を促しているという現象は観察できないこ

と，事業所の生産性には負の影響を与えていることなどを示している。Kneller et al.（2012b）は輸

入浸透度と企業の組織形態（事業所の所有数など）や事業所の閉鎖確率との関係を調べているが，輸

入と事業所の閉鎖の関連は見いだせていない。

3.2.2 近年の集計データを用いた研究

都道府県，通勤圏のデータ：チャイナショックの日本の労働市場への影響の実証分析も蓄積され

つつある。Taniguchi（2019）は ADHの分析を 1995–2007年の日本の労働市場に適用して，日本で

は中国からの輸入の増加が雇用拡大につながったと報告している。米国での結果と異なる結果が得

られた理由として，日本が中国から購入する財は中間財が多いことを挙げており，中国から日本への

中間財の輸出の増加は日本で 32万人の雇用創出につながったと結論付けている。Taniguchi（2019）

のクロスセクションの単位は「都道府県」であるが，Saito et al.（2020）は，Adachi et al.（2021）が

構築した日本の通勤圏の定義を用いてクロスセクション単位を定義し，チャイナショックの雇用へ

の影響を再検証している。
（19）

そして，中国からの中間財の輸入が日本の川下産業の雇用に正の雇用を

与えたこと，日本の川上産業には有意な効果は見いだせないことを示している。

産業レベルのデータ：Hayakawa et al.（2021a）は総務省の産業連関表から得た産業レベルの雇

用データを用いて，中国からの輸入は雇用を減らすものの，地域貿易協定を通じて増加した貿易は

雇用に対して正の影響を与えていることを示している。

3.2.3 近年のミクロデータを用いた研究

雇用への影響：通勤圏，産業のようなマクロデータではなく，企業や労働者のミクロデータを用い

た研究も蓄積しつつある。例えば，松浦（2020）とMatsuura（2021）は，工業統計調査と企業活動基

本調査のデータを接合して企業レベルの輸入浸透度を作成し，中国からの輸入が製造業の企業の雇

用に与える影響を分析している。そして，輸入競争が製造業企業の非製造業部門の雇用を増加させ

「製造業企業のサービス化」を引き起こしていることを指摘している。Bellone et al.（2021）は工業統

計調査と経済センサスのデータを接続した複数財生産企業の品目別のデータを用いて，中国からの

（19）例えば，埼玉県南部，東京都，神奈川県北部，千葉県西部は 1つの労働市場（通勤圏）と言えるし，
北海道のように面積の大きな都道府県内には複数の労働市場が存在すると考えるのが適切であろう。
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輸入の増加によって企業が生産する財の数が減少したことを示している。Hayakawa et al.（2021b）

は工業統計調査と経済センサスから得た企業レベルの雇用のデータを用いて，中国からの輸入は川

下企業の雇用には負の影響を与えるが，川上企業の雇用には正の影響を与えることを報告している。

Endoh（2021a）は事業所・企業統計，経済センサスのデータを用いて製造業における雇用のフ

ロー（流れ）を地域的要素・産業的要素・共通要素の 3つの要素に分解し，輸入競争が雇用創出・喪

失に与える影響を分析している。そして，チャイナショックが雇用創出を 0.3％低下させ，雇用喪失

を 5.3％上昇させたことを示している。冨浦・鈴木（2021）は，就業構造基本調査のデータを用いて，

中国からの輸入が中年層の離職と若年層の転職に影響していること，地域間人口移動には強い影響

を与えていないことを明らかにしている。
（20）

賃金への影響： Endoh（2018）は大企業の労働者の賃金を分析し，輸入競争の高卒労働者の賃金へ

の影響はほぼゼロで，大卒労働者の賃金への影響は正であったと報告している。Endoh（2021c）は

サンプルに中小企業も含めて賃金への影響を分析し，（1）アジア諸国からの輸入が高所得労働者の賃

金に正の効果を与え，低所得労働者の賃金に負の効果を与えたこと，（2）それらの効果は賃金の全体

的な変動と比較すると小さいこと を示している。Endoh（2021b）は，オフショアリングは基本

給で測ったスキルプレミアムやジェンダーギャップには影響していないこと，しかし時間給のスキ

ルプレミアムを上昇させ，年収のジェンダーギャップを拡大させていることを示している。

その他の変数への影響：Yamashita and Yamauchi（2020）は中国からの輸入の増加が日本の企業

の研究開発や特許取得を増加させたが，引用件数で測ったイノベーションの質には負の影響を与え

たことを報告している。Ito（2021）は，日本の 2009–2014年の国勢選挙の情報を基に，中国との輸

入競争に直面した選挙区の政治家は保護主義的政策を主張する傾向が強いこと，その効果は現職候

補よりも新人候補に強く出る傾向があることを示している。

3.2.4 輸出の効果に関する研究

輸出の効果を検証した研究も多数ある。誘導形の回帰式を推定した研究では，（1）輸出によって

製造業企業の労働者の時間投入量が増えたが非正規労働者の雇用シェアには影響しなかったこと

（Tanaka, 2013），（2）チャイナショックが生産する財の数に与える負の効果は輸出機会によって緩和

されること（Bellone et al., 2021） が示されている。産業連関分析をした研究では，（1）1980–1990

年の間の輸入の増加で 53万人（初期時点の 4.7％）の製造業の雇用が失われたこと（Sakurai, 2004），

（2）1990–2000年の間に純輸出の減少によって 57万人の雇用が失われたこと（櫻井，2011, 第 6章），

（3）交通輸送産業や卸売産業では輸出依存度が高く，全体として直接効果よりも産業間波及効果を通

（20）筆者らは，都道府県間の人口移動がそもそも限定的であること，分析対象としている 1992–1997年
時点では日中間のサプライチェーンがそれほど拡大していなかったことを，考えられる要因として挙
げている。
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じた間接効果による雇用創出が大きいこと（Kiyota, 2012），（4）輸出に含まれる付加価値の含有量が

多い産業で特に輸出の雇用創出効果が高いこと（Sasahara, 2019） が報告されている。

3.3 その他の国での影響

3.3.1 メキシコ

中国からの輸入の増加がメキシコ経済に与えた影響も分析されている。Iacovone et al.（2013）は

企業・品目レベルのデータを分析して，生産性の低い企業は売上が減少し閉鎖に追い込まれる可能

性が高いこと，そして生産性の高い企業はほとんど影響を受けないことを示している。Majlesi and

Narciso（2018）は地方自治体レベルのデータを用いて，中国との輸入競争に直面した自治体では他

の地域よりも人口の転出が多いことを示している。

米国市場における中国製品の増加がメキシコの輸出産業に与えた影響も分析されている。Dell et

al.（2019）は，米国市場において中国企業との競争に直面した産業が集まっている地域では，失業率が

上昇して麻薬カルテルの抗争が激化し，暴力的犯罪が増えたことを報告している。Utar and Torres

Ruiz（2013）は，中国製品の米国におけるシェアが増加した産業のマキラドーラ（組み立てなどの労

働集約的な作業を行う事業所）は，雇用と売上の成長率が他の産業に比べて低いことを示している。

Majlesi（2016）は，米国市場における中国との輸入競争が激化したことで，メキシコの製造業におい

て女性が就ける職業が相対的に増加し，それによって女性の家計での意思決定権が増大して子供の

健康状態も改善されたことを報告している。Mendez（2015）も，中国の輸出による直接効果と，貿

易転換によってメキシコから米国への輸出が減ったことによる間接効果で製造業の雇用が減少した

ことを示している。

3.3.2 カナダ

カナダを対象とした研究では，都市圏（メトロポリタンエリア）を地域的労働市場と定義している。

Murray（2017）は，2001–2011年の中国からの輸入の増加が同期間の製造業の雇用減少の 20％を説

明できるとしている。Kim（2018）は 1991–2011年の男女別の労働者のデータを用いて，女性労働者

の方が男性労働者よりも大きな負の影響を受けたことを示している。Albouy et al.（2019）は，チャ

イナショックのカナダの製造業への影響は米国への影響よりも小さかったことを明らかにしている。

その理由として，カナダが米国よりもより大規模な所得移転政策をとっていること，カナダでは教

育水準の高い移民を受け入れていることを挙げている。Yang et al.（2021）は，輸入競争によって企

業のプロダクトイノベーション（新しい製品を生み出すイノベーション）は増えたものの，プロセスイ

ノベーション（生産工程を効率化するイノベーション）は減ったことを示している。

68（400）



pLATEX2ε: 04˙sasahara : 2022/3/9(8:30)

3.3.3 デンマーク

Keller and Utar（2018）はデンマークの企業・労働者接続データを用いて，チャイナショックに

よって男女間賃金格差が拡大し，女性労働者が家庭に配分する時間が増えたこと，婚姻率が上昇，離

婚率が低下，出生率が上昇したことを示している。Utar（2018）は，MFAの廃止による中国からの

輸入の増加が製造業の雇用や賃金を減少させたことを示している。一方で，輸入競争に対応するた

めに就学する労働者が増えたことも示している。Traiberman（2019）は 1995–2005年の期間の輸入

競争によって労働者の生涯所得が 5％減少したこと，職業という次元で見た輸入競争ショックが輸

入競争ショック全体の約 6割を説明できることを示している。

3.3.4 ドイツ

Dauth et al.（2014）は，ドイツの地域的労働市場のデータに ADHの推定方法を適用し，輸入に

は負の雇用効果，輸出には正の雇用効果があることを示している。さらに，輸入競争は主に中国か

らの輸入によるもので，輸出増加は東欧諸国の需要拡大によるものであるとしている。Dauth et al.

（2021）は労働者の個票データを用いて，貿易の増加で輸出産業に雇用されている労働者の所得は増

加し，輸入産業の労働者の所得はほとんど変化しなかったことを報告している。直感に反するが，

輸入競争の負の効果が輸入産業の高賃金事業所の労働者に集中していることも示している。

3.3.5 フランス

Malgouyres（2017）は 1995–2007年のフランスの通期圏のデータを用いて，中国からの輸入財と

競合する産業に特化した地域では，製造業と非製造業の両方で雇用と賃金が低下したことを示して

いる。また，中国からの輸入は企業のマークアップを低下させたが，輸出機会がある企業は低下率

が小さいこと（Caselli and Schiavo, 2020），中国との輸入によって企業の生産性と財の品質が改善し

たこと（Caselli et al., 2021），中国からの輸入と財市場で競争している企業の雇用は減少したが，中

国から輸入中間財を購入している企業への影響は小さいこと（Aghion et al., 2021） などが示さ

れている。

3.3.6 ブラジル

ブラジルは 1990年代に大きく関税を低下させたため，その影響についての研究が蓄積している。

例えば，貿易自由化による輸入競争の激化で雇用が減少，賃金も低下し，犯罪率も上昇したことが

報告されている（Kovak, 2013; Dix-Carneiro, 2014; Dix-Carneiro and Kovak, 2017）。また，こうした

負の影響の要因の 1つとして，産業間の資源再配分がスムーズに起こらなかったことが挙げられて

いる。Costa et al.（2016）は，中国との輸入競争に直面した地域では賃金の上昇率が小さいこと，一

方で中国からの特需を受けた産業が集積している地域では賃金が上昇し，フォーマルセクターの雇
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用が拡大したことを示している。また，中国との輸入競争によって男女間賃金格差が縮小したこと

も示されている（Benguira and Ederington, 2021）。

3.3.7 その他の国

その他の国を対象とした研究もある。それらの研究では，製造業に特化した地域では製造業の

雇用減少につながったが，非製造業の雇用拡大によって雇用全体への効果がほぼ相殺されたこと

（Donoso et al., 2015, スペイン），技術水準の低い製造業の雇用成長率が低下し労働者のスキル向上

が促進されたこと（Mion and Zhu, 2013, ベルギー），非熟練労働者の失業率が上昇したが影響は小さ

く，チャイナショックによって製造業の雇用減少の 10％程度しか説明できないこと（Balsvik et al.,

2015, ノルウェー），輸入競争による雇用の減少の大部分は非正規労働者の調整によるものであるこ

と（Branstetter et al., 2019, ポルトガル），熟練労働集約度や研究開発集約度の低い製造業で雇用が減

少したこと（Federico, 2014, イタリア），右派政党への支持が拡大したこと（Caselli et al., 2020, イタ

リア），輸入競争産業の労働者の精神的ストレスが増大したこと（Colantone et al., 2019, イギリス），

輸入の雇用への影響は負であるが，輸出の正の効果がそれを相殺して 52万人分の雇用創出につな

がったこと（Choi and Xu, 2020, 韓国） などが示されている。

3.3.8 クロスカントリー分析

Kiyota et al.（2021）はWIOTの国際産業連関表から得た国・産業レベルのデータを用いて米国，

日本，ドイツ，イギリス，フランス，韓国におけるチャイナショックの雇用への影響を分析してい

る。中国からの最終財の輸入は雇用に負の効果があり，中国からの中間財の輸入と中国への輸出は

雇用に正の効果があること，そして全体的な雇用への効果はこれらの効果の大きさのバランスに依

ることを示している。第 2.4項で議論した Bloom et al.（2016），第 3.1項で議論した Feenstra and

Sasahara（2019）も複数の国のデータを用いたクロスカントリー分析である。

4 輸入ショックの種類

本節では，各々の産業が輸入財と競合関係にあるのか補完関係にあるのかを分析に反映させてい

る研究について整理する。

4.1 川上産業と川下産業

4.1.1 産業レベルのデータで国内産業間の波及を考慮

Acemoglu et al.（2016）では，産業 iへの「川下→川上」輸入ショックを，
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∆IP Down→Up
i =

∑
j µ(i,U),(j,U) × ∆m Total

j∑
j

µ(i,U)(j,U)

と定義している。ただし，∆m Total
j は産業 j の財の中国からの総輸入額の変化，µ(i,U),(j,U) は輸入

国（米国，U）の産業 iで生産され同国（U）の産業 j で使用される中間財の額である。∆m Total
j は

輸入国の川下産業 j における輸入ショックであるから，それが産業連関を通じて同国の川上にある

産業 iに影響する経路を捉える変数である。一方で，「川上→川下」輸入ショックは，µ(i,U),(j,U) の

添字の順序を入れ替えて，

∆IP Up→ Down
i =

∑
j

µ(j,U),(i,U) × ∆m Total
j∑

j µ(j,U),(i,U)

となる。∆m Total
j は輸入国の川上産業 j における輸入ショックであるから，それが産業連関を通じ

て同国の川下にある産業 iに影響する経路を捉える変数である。

Acemoglu et al.（2016）では， ∆IP Down→Up
i の係数は負で統計的に有意で，∆IP Up→ Down

i の係

数は統計的に有意でない。つまり，川下産業への負のショックが川上産業にも波及したが，その逆

の経路はないということである。輸入ショックが国内の川上産業に負の影響を及ぼしても，川下産

業は仕入れ先を切り替えて輸入中間財を購入すれば済むので，むしろ川上産業へのショックは川下

産業にとって正でさえあるかもしれない。Federico（2014）と Hayakawa et al.（2021b）もほぼ同様

の変数を構築しているが，Acemoglu らと川下と川上のラベル付けが逆になっている。Acemoglu

らは最終的にショックが波及した産業を基に川上・川下のラベル付けをしているが，Federicoらは

最初にショックを受けた産業を基にラベル付けをしている。ラベルが逆であるので紛らわしいが，

FedericoとHayakawaらも，それぞれイタリアと日本のデータを用いて Acemogluらと同様の結果

を得ている。やや異なるのは，イタリアと日本では川上から川下への波及効果 ∆IP Up→ Down
i は正

の雇用効果があるということである。

4.1.2 地域的労働市場のデータで国際的な産業間波及を考慮

米国の生産者が中国からの中間財の輸入によって便益を受ける経路を分析に取り込むために，Wang

et al.（2018）は川下産業へのショックを，

∆IPW Down
rt =

∑
i Lrit × ∆IP Down

i∑
i
Lrit

, ただし ∆IP Down
i =

∑
j µ(j,C),(i,U) × ∆mInt

j∑
j

µ(j,C),(i,U)

と定義している。µ(j,C),(i,U) は中国（C）の産業 j で生産され米国（U）の産業 iで使用された中間

財の額で，∆mInt
j は産業 j の財の中国からの中間財輸入額の変化である。したがって∆IP Down

i は

米国の川下産業 iに対する中間財輸入ショックである。そして，川上ショックは，

∆IPWUp
rt =

∑
i Lrit × ∆IP Up

i∑
i
Lrit

, ただし ∆IP Up
i =

∑
j µ(i,U),(j,U) × ∆mInt

j∑
j

µ(i,U),(j,U)
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表 2 既存研究における川上・川下輸入競争変数の構築方法の違い

変数の
クロスセクション単位

使用している
産業連関表

産業 通勤圏 国内 国際
Acemoglu et al. (2016) ✓ ✓
Wang et al. (2018) ✓ ✓
Saito et al. (2020) ✓ ✓

出所：表内の論文を参考に筆者作成。

と定義される。µ(i,U),(j,U) は米国（U）の産業 iで生産され米国（U）の産業 j で使用された中間財

の額である。したがって∆IP Down
i は米国の川上産業 iに対する中間財輸入ショックである。

Acemoglu et al.（2016）の変数との違いは 3点ある。第 1に，Acemogluらは中国からの総輸入額

∆m Totalを用いているが，Wangらは中間財の輸入額∆mIntを用いている。第 2に，Acemogluら

では µ(j,U),(i,U) は米国内の産業間波及効果を捉えるが，Wangらの∆IPW Down
rt の µ(j,C),(i,U) は中

国と米国の間の波及効果を捉える。第 3に，Acemogluらの変数は産業レベルのショックであるが，

Wangらは産業レベルのショックを雇用のデータを基に地域レベルのショックに変換している。米

国の川下産業は輸入中間財から便益を受けると考えられるから，∆IPW Down
rt の影響は正であると予

測される。一方で，米国の川上産業は中国からの輸入中間財と競合関係にあるから，∆IPWUp
rt の影

響は負であると予測される。実際，Wang et al.（2018）は予測と整合的な分析結果を得ている。

4.1.3 通勤圏レベルのデータで国内産業間波及を考慮

日本のデータを用いて輸入競争の雇用への影響を分析した論文に Saito et al.（2020）がある。そこ

でも川上効果と川下効果を分けて推定しているが，彼らは AcemogluらとWangらの定義を組み合

わせて川上・川下の変数を定義している。Saitoらは，Wangらの変数と同様，産業レベルの変数を

雇用データを基に通勤圏レベルの変数に再構成している。しかし，Acemogluらの変数のように国

内産業連関表の中間財取引データを用いているので，国内の産業間の波及効果を捉える変数となっ

ている。Saitoらは，日本の川上産業へのショックは日本の川下産業に正の雇用効果をもたらす（つ

まり ∆IP U→D
i の係数が正）ことを示している。以上 3つの論文の川上・川下変数の違いを要約する

と表 2のようになる。

4.1.4 付加価値貿易を考慮

Shen and Silva（2018）は，中国からの粗輸入ではなく付加価値輸入の影響を検証している。そこ

では，川下ショックと川上ショックはそれぞれ，

∆IPW Down
rt =

∑
i
Lrit × ∆ VAX C

i × Di∑
i
Lrit

, ∆IPWUp
rt =

∑
i
Lrit × ∆ VAX C

i × (1 − Di)∑
i
Lrit
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表 3 既存研究における川上・川下変数

川上効果 川下効果
影響 意味合い 影響 意味合い

Acemoglu et al. (2016) 負 輸入国の川下産業への輸入競争シ
ョックが同国の 川上産業 に波及
する効果。

曖昧 輸入国の 川上産業 への輸入競争
ショックが同国の川下産業に波及
する効果。

Saito et al. (2020) 曖昧 正

Federico (2014), Hayakawa
et al. (2021b)

正 輸入国の 川上産業 への輸入競争
ショックが同国の川下産業に波及
する効果。

負/
曖昧

輸入国の川下産業への輸入競争シ
ョックが同国の 川上産業 に波及
する効果。

Wang et al. (2018) 負 輸入国の川上産業が中国の中間財
生産者と競合することによる効果。

正 輸入国の川下産業が中国からの輸
入中間財を使用することによる効
果。

Shen and Silva (2018) 曖昧 中国の川上産業からの付加価値輸
入が，輸入国の財市場での競争に
影響しないこと。

負 中国の川下産業からの付加価値輸
入が，輸入国の財市場での競争に
影響する効果。

出所：表内の論文を参考に筆者作成。

のように定義される。∆VAX C
i は中国の産業 iからの付加価値輸入額，Di は中国の輸出産業 iの

川下度が中央値以上であるときに 1をとるダミーである。川下度は国際産業連関表を基に計算され

ている。川下ショック∆IPW Down
rt は，中国の川下産業からの付加価値輸入のショックであるから，

輸入国の財市場に強い競争促進効果をもたらし雇用を減らすと予測できる。一方で，川上ショック

∆IPWUp
rt は中国の川上産業からの付加価値輸入のショックであるから，輸入国の財市場への影響は

限定的であると予測される。そして，米国のデータから予測通りの結果を得ている。

以上をまとめると，表 3のようになる。川上・川下効果の定義は論文によって異なり，予測され

る係数の符号も異なるので，よく定義を確認してから分析結果を解釈する必要がある。

4.2 垂直的関係と水平的関係

4.2.1 地域的労働市場と中間財貿易

Taniguchi（2019）は，中間財の輸入浸透変数と最終財の輸入浸透変数を分けて構築している。産

業 iにおける輸入の最終財比率 θF
i と中間財比率 θI

i（ただし θF
i + θI

i = 1）を用いて，ADHの式（2）

の輸入ショックを，

∆IPW F
r =

∑
i Lri × ∆mC

i θF
i∑

i
Lri

, ∆IPW I
r =

∑
i Lri × ∆mC

i θI
i∑

i
Lri

のように分解している。そして，中国からの最終財輸入ショック ∆IPW F
r は負の雇用効果がある

が，中間財輸入ショック∆IPW I
r は正の雇用効果があることを示している。最終財輸入ショックの

負の効果は Shen and Silva（2018）の川下効果と整合的である。そして，中間財輸入ショックの正の

効果はWang et al.（2018）の川下効果と整合的である。
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表 4 既存研究における川上・川下変数の意味合いの違い

中国の川下産業からの輸入が，輸入国
の財市場での競争に影響する効果

（雇用への影響は負）

輸入国の川下産業が中国からの輸入中
間財を使用することによる効果
（雇用への影響は正または曖昧）

Wang et al. (2018) 川下ショック
Shen and Silva (2018) 川下ショック
Taniguchi (2019) 最終財輸入ショック 中間財輸入ショック
Aghion et al. (2021) 水平的ショック 垂直的ショック

出所：表内の論文を参考に筆者作成。

4.2.2 企業レベルの中間財貿易

Aghion et al.（2021）は，企業が中国からの輸入財と財市場で競争している（中国からの輸入財と水

平的な関係にある）のか，中国からの輸入中間財を購入している（中国からの輸入財と垂直的な関係に

ある）のかを考慮して推定している。水平的輸入ショックは，

∆IP H
p =

∑
i xpi × ∆MC

i∑
j

xpi

と定義される。 xpi は企業 pの産業 iの財の輸出額，∆MC
i は産業 iの財の中国からの輸入額の変

化である。企業 pがある財を輸出しているということはその財を販売しているということだから，

中国からの同じ種類の輸入財と水平的な競争をしていると解釈できる。一方で，垂直的輸入ショッ

クは，

∆IP V
p =

∑
i mpi × ∆MC

i∑
i
mpi

と定義される。mpi は企業 pの産業 iの財の輸入額である。企業がその財を直接輸入しているとい

うことは，中間財として使用していると解釈でき，中国からの同じ種類の輸入財と垂直的な関係に

あると言える。これらの変数を用いて雇用や特許取得件数への影響が検証され，水平的ショックの

係数は統計的に有意に負であるが，垂直的なショックの係数は有意に正か有意でないことが示され

ている。Aghionらの水平的ショックは Taniguchiの最終財輸入ショックとほぼ同義で，Aghionら

の垂直的ショックは Taniguchiの中間財輸入ショックとほぼ同義である。以上をまとめると，表 4

のようになる。

5 様々な被説明変数

本節では既存研究を被説明変数ごとに整理する。既存研究が蓄積しているトピックもあれば，研

究途上のトピックもある。
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5.1 労働市場的側面

5.1.1 特許，研究開発，投資，生産性

輸入競争が米国企業の行動に与えた影響に関して多くの研究がなされてきた。輸入競争によって，

（1）企業のイノベーションの誘因が低下し特許取得件数が減少したこと（Autor et al., 2020b），（2）

投資が減少したこと（Pierce and Schott, 2018），（3）研究開発による資産ストックが大きい企業では

輸入の売上や利益率への負の影響が小さいこと（Hombert and Matray, 2018） が示されている。

また，2000–2012年の間に製造業の雇用が 25％失われた一方で，生産額は増加していることから生

産性が改善していることも指摘されている（Pierce and Schott, 2016; Fort et al., 2018）。

米国以外を対象とした研究からも様々なことがわかっている。輸入競争によって，（1）技術革新が

誘発され技術レベルの高い企業に雇用が再配分されたこと（Bloom et al., 2016, EU諸国），（2）企業

の生産性が上昇し，製品の品質も改善したこと（Caselli et al., 2021, フランス），（3）輸入競争によっ

て企業の特許取得件数は増加したが，引用数で測った研究開発の質は低下したこと（Yamashita and

Yamauchi, 2020, 日本），（4）プロダクトイノベーションは増加したがプロセスイノベーションは低下

したこと（Yang et al., 2021, カナダ） が示されている。

5.1.2 ジェンダー

貿易は特定の産業に強く影響し，産業ごとに男女の労働者の比率が異なることから，貿易によって

ジェンダーギャップが変化することが想像できる。実際，Autor et al.（2019）は米国の製造業は男性

労働者の多い産業であることに着目して，製造業への負のショックが婚姻率の低下を促したと述べ

ている。また，中国との輸入競争によって男女間の賃金格差が縮小したこと（Besedeš et al., 2021），

女性は男性よりも産業間の移動コストが小さいことから，輸入競争が相対的に女性労働者の厚生水

準を高める結果になったこと（Brussevich, 2018） も示されている。Sasahara and Mori（2021）

は理論モデルを構築して，国際貿易の米国のジェンダーギャップへの影響を定量化している。

米国以外の国のデータを使った研究もある。輸入競争によって，（1）男女間の賃金格差が拡大した

ものの，女性が家庭に配分する時間が増えたことから婚姻率が上昇，離婚率が低下，出生率が上昇

したこと（Keller and Utar, 2018, デンマーク），（2）高賃金の職に就く女性の数が増加したことで男

女間の賃金格差が縮小したこと（Benguira and Ederington, 2021, ブラジル），（3）女性が就ける職業

の数が相対的に増えたことで家庭における女性の意思決定権が増大したこと（Majlesi, 2016, メキシ

コ） が示されている。

5.1.3 人的資本

チャイナショックの正の側面として人的資本への正の効果が示されている。例えば，輸入競争に

よって，（1）高校中退以下の労働者の就業機会が減少し，高校を卒業することからの経済的利益が増
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加したことで，高校卒業率が上昇したこと（Greenland and Lopresti, 2016, 米国），（2）輸入競争地域

では大学進学率が上昇したこと（Ferriere et al., 2021, 米国），（3）輸入競争産業に就業していた労働

者の就学率が上昇したこと（Utar, 2018, デンマーク） が示されている。

一方で，1990年代のインドの輸入自由化のケースでは，輸入競争地域において所得の低下によっ

て就学率が低下したことが報告されている（Edmonds et al., 2010）。人的資本を蓄積した労働者は転

職の機会費用が高いこと，そして人的資本を考慮しない推定では係数の推定値にバイアスが生じる

ことも指摘されている（Traiberman, 2019）。

5.1.4 人口移動

チャイナショックの影響を強く受けた地域では，人口流入の減少と人口流出の増加があったこと

が米国（Greenland et al., 2019）とメキシコ（Mendez, 2015; Majlesi and Narciso, 2018）で観察され

ている。3.2.3でも議論したように日本を対象にした研究には冨浦・鈴木（2021）がある。

5.2 労働市場以外の側面

5.2.1 価格

伝統的な貿易の利益の 1つに価格の低下による利益がある。実際，Amiti et al.（2020）は，中国

からの製造業品の輸入増加が米国の消費者の厚生水準を改善させたことを示している。バーコード

レベルの購入データを用いた研究では，2004–2015年の中国からの輸入が貿易財の価格指数を年平

均 0.19％ポイント低下させたことが示されている（Bai and Stumpner, 2019）。また，米国の産業レ

ベルのデータを用いて，低所得国からの輸入が 1％上昇すると生産者価格指数が 2.4％低下すること

が示されている（Auer and Fischer, 2010）。

5.2.2 税収と公共財

輸入の増加によって労働市場が負のショックを受ければ，地方自治体の税収が減少し公共財が十

分に提供できなく可能性がある。例えば，Feler and Senses（2017）は，中国からの輸入競争と直面

した地域では，企業の売上や土地価格が低下し，税収が減少して治安維持や教育への政府支出が減

少したことを示している。Dix-Carneiro et al.（2018）は，ブラジルにおいて関税が低下した産業が

集中している地域で失業率が上昇し，税収が減少したことを示している。そして，それによって自

治体の公共支出が減少し，高校中途退学者が増加したことを示している。

5.2.3 政治

中国との輸入競争が米国の政治に及ぼした影響に関する研究は多い。輸入競争によって，（1）輸

入競争の緩和と失業者への保護を打ち出している民主党政権への投票が増加したこと（Che et al.,
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2016），（2）中道的な候補者が支持を減らし米国内で二極化が進行したこと（Autor et al., 2020a），
（21）
（3）

貿易協定を変更する大統領権限の付与に否定的になったこと（Che and Xiao, 2020），（4）こうした結

果の背景として，輸入競争地域では地方紙が中国のネガティブなニュースを報道する傾向が強まっ

たこと（Lu et al., 2018） が示されている。

米国以外を対象とした研究では，輸入競争によって，（1）過激な右派政党への支持が拡大し右傾化

したこと（Colantone and Stanig, 2018a, 西ヨーロッパ 15か国），（2）右派の政党への支持が拡大した

こと（Caselli et al., 2020, イタリア），（3）輸入競争地域ではイギリスの EU離脱を支持する投票が多

かったこと（Colantone and Stanig, 2018b, イギリス） が示されている。

輸入競争が政治家が掲げる政策に与えた影響も検証されている。Feigenbaum and Hall（2015）は

1990–2010年の米国下院議員の情報を基に，チャイナショックに直面した地域の議員は保護主義的

な貿易政策の法案に賛成する傾向にあることを示している。3.2.3で議論した Ito（2021）も同様のト

ピックに分類される。

5.2.4 健康

輸入競争によって所得が減少すれば，医療費が払えなくなるなどして健康的な生活が維持できな

くなるかもしれない。米国では輸入競争によって，（1）肉体的・精神的健康状態に負の影響を及ぼし

死亡リスクが上昇したこと（Adda and Fawaz, 2020），（2）精神面への影響の方が肉体面への影響よ

りも大きいこと（Lang et al., 2019），（3）オピロイド系の鎮痛剤乱用が増加したこと（Charles et al.,

2018），（4）ドラッグ乱用による死亡率が上昇したこと（Pierce and Schott, 2020），（5）輸入競争に直

面した産業の事業所では就業中の負傷件数が増加したこと（McManus and Schaur, 2016）
（22）

が報

告されている。

イギリスでも，輸入競争産業に雇用されていた労働者の精神的ストレスが増大したことが報告さ

れている（Colantone et al., 2019）。

5.2.5 犯罪

輸入競争によって労働市場の状況が悪化し失業率が上昇すると，治安が悪化することも考えられ

る。実際，（1）中国との輸入競争に直面した地域では窃盗などの犯罪が増加したこと（Che et al., 2018,

米国），（2）米国市場における中国製品のシェアが増加した産業が集中している地域では殺人などの

（21）白人が多い共和党支持の地域が輸入競争ショックを受けると保守的な共和党の候補者への投票が増
え，民族的マイノリティが多い民主党支持の地域が輸入競争ショックを受けるとリベラルな民主党候
補への投票が増えたと述べている。

（22）脚注（15）でも述べたが，デンマークでは輸出の増加によって労働時間が延び，怪我やストレスが増
加したという対照的な結果が示されている（Hummels et al., 2016）。
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暴力的犯罪が増加したこと（Dell et al., 2019, メキシコ），（3）関税が大きく低下した産業が集中して

いる地域で犯罪率が上昇したこと（Dix-Carneiro et al., 2018, ブラジル） が示されている。

このように，輸入競争が経済のあらゆる側面に影響することが示されている。これらのトピック

についてさらに掘り下げて新しいメカニズムを明らかにしたり，これら以外の全く新しい側面にも

影響することを示すことができたら，重要な学術的貢献になるだろう。

6 おわりに

輸入競争の影響の分析手法を整理し，チャイナショックの影響を検証した論文を対象国とトピッ

クごとに議論した。米国を対象にした研究は大量にあり，やり尽くされた感は否めない。それでも，

米国以外の国を対象とした研究は蓄積途上であり，まだまだ研究の余地がある。また，国によって

チャイナショックの影響が異なることについてまだ十分な説明は与えられていない。例えば，EU

諸国，カナダでは米国よりも負の影響が小さかったことが報告されている（Pierce and Schott, 2016;

Albouy et al., 2019）。日本と韓国に至っては正の雇用効果が報告されている（Taniguchi, 2019; Choi

and Xu, 2020）。

国ごとの差異の要因の候補としては，（1）労働市場における慣習や法律などの制度の違い，（2）失

業保険などのセーフティネットの充実度の違い，（3）製造業が比較優位産業であるかどうか，（4）国

際的生産分業の深化の度合いの違い，転じて貿易される財が最終財か中間財かの違い，（5）貿易収支

が赤字か黒字か など様々挙げることができる。（3）について，Eriksson et al.（2021）が米国の製

造業が 2000年代以降比較劣位産業になっていたと指摘しているが，日本の製造業についてそのよ

うな視点からはまだ分析されていない。（4）については，Taniguchi（2019）が中間財の輸入を考慮し

た分析をしており，Kiyota et al.（2021）も，国家間のチャイナショックの影響の違いを貿易の種類

（中間財と最終財）と方向（輸出と輸入）で説明している。（5）については，Choi and Xu（2020）は韓

国におけるチャイナショックの影響が正であることに関して，韓国が中国に対して貿易黒字を維持

していることを指摘している。ただし，脚注 15で述べたように，輸出が必ずしも経済に正の影響を

与えるとは限らないため，輸出入の効果については注意深く検証していく必要があるだろう。（1）と

（2）に関してはほとんど検証されていないため，今後の重要な研究領域となるだろう。

また，雇用以外の帰結変数の国際比較も今後研究対象となるだろう。例えば，米国の製造業の労

働生産性が劇的に改善しているが（Pierce and Schott, 2016; Fort et al., 2018），日本の製造業の労働

生産性はほぼ横ばいである（Sasahara, 2019）。チャイナショックの生産性への影響の国ごとの違い

を説明できると，新しい知見として重要な研究成果になるだろう。さらに，日本を対象とした研究

を行う際は，少子高齢化やアジア諸国との地理的近接から生じる高い国際分業度など，日本特有の

状況を考慮して分析することで他国の経済学者や政策当局にとっても有益な研究成果となるだろう。
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最後に，大まかな研究の方向性について言及したい。チャイナショックの文献では主に中国以外

の国の財市場における競争に焦点が当てられており，中国経済への影響，米中貿易摩擦の影響，中

国へのオフショアリングの影響の研究は蓄積途上にある。また，貿易と技術革新の違いについても

チャイナショックの文脈では検証されていない。
（23）

こうした視点からチャイナショックやその他の貿

易ショックの影響を分析していくことも今後必要であろう。
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